
はじめに

　前回は、群馬県における畜特資金の借受者

に対する指導体制、融資機関および支援協議

会の実施する取り組み等について紹介しまし

た。今回は、本県において畜産特別資金等（大

家畜特別支援資金、畜産経営改善緊急支援資

金、畜産経営維持緊急支援資金等）（以下、「畜

特資金」という）借受者に対して、現在も継

続して実施している具体的な指導事例につい

て紹介します。

　本県においては、前回でも触れたとおり令

和４年期首において、借受者が酪農６件、繁

殖４件、肥育１件、養豚３件と各畜種におい

て借受者がいますが、今回はその中から酪農

２件、繁殖１件、養豚１件の計４件の事例を

紹介させていただきます。

事例紹介

（１）A 養豚（養豚：一貫経営）
　A 養豚は、有限会社として経営主含む家族

３名と従業員１名の計４名で経営していま

す。

　現在の飼養規模は、繁殖豚が約 220 頭、

肥育豚が約 1500 頭で、年間の肥育豚出荷頭
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数は約 3300 頭です。

　平成 20 年に肺炎等が発生し、その影響で

出荷頭数が減少しました。また、飼料高騰の

影響も受け、経営を圧迫し負債が増加したた

め、平成 22 年に畜特資金を借り入れ、経営

改善を図ることとなりました。

　借入後には、疾病予防および事故率の改善

を目標とし、融資機関である JA が主導して

地域協議会を設立し、おおむね、毎月経営検

討会を開催しています。地域協議会には本県

の家畜保健所および普及指導課、獣医師、飼

料会社等が参加して、さまざまな角度から経

営改善に対する対策を協議しています。ま

た、必要に応じて本会も群馬県経営特別指導

推進協議会の代表機関として、経営改善計画

の確認等を行うために出席します。

　当初、当該経営は経営検討会で決定した指

導方針や各参加者からの助言について理解い

ただけず、改善が見込めない状況が続きまし

た。しかし、後継者の方が検討会に出席する

ようになってからは、徐々に助言を受け入れ

てもらえるようになり、経営についても改善

され延滞なく償還がされています。

　現在でも経営検討会は開催されており、血

液検査やワクチンプログラム等による疾病予

防のほか、飼料の見直し等を積極的に実施し

て経営改善に取り組んでいます。また、経営

については改善傾向ではあるものの、冬場の

下痢や夏場の暑熱による影響で、事故率が一

時的に上昇することがあるため継続して対策

が必要ですが、資金借入を契機として融資機

関が中心となり地域の関係団体が一体となっ

て改善を支援する体制構築が図られている事

例であると言えます。

（２）B 牧場（酪農経営）
　B 牧場は法人化した酪農経営で、畜特資金

借入時は家族経営でした。

　B 牧場は現経営主の両親が市中銀行から資

金を借入しており、現経営主が継いだ後も経

営は好転せず、扶養家族が多かったこともあ

り家計費の負担も大きく、収益性の低い経営

状況が続いていました。

　JA が根本的な経営改善を図るため、プロ

パー資金に借り換えたことで支払利息は減少

したが、その後も経営改善には至らず、平成

22 年に畜特資金を借り入れました。その他

にも公庫資金や近代化資金等の負債がありま

した。

　経営改善のため家計費については過大な支

出とならないよう、畜特資金借入時から JA

が管理して経費削減に努めました。また、子

供たちが自立したため家計費については改善

されていきました。

　飼養状況についても、当初経産牛 60 頭程

度の飼養規模でしたが、増頭を行い現在では

100 頭規模に拡大したほか、JA から飼養管

理の技術指導を受けたことにより、１頭当た

りの平均乳量は 8800㎏から 9800㎏ほどま

で改善し、生産性が改善してきました。前述

した指導の甲斐もあり、据置期間経過時点で

経営改善計画の達成率は上がり、約定償還に

不足を生じるような事態はなく、順調に償還

が行われています。このように、営農指導と

融資を一本化して行えるのが JA の強みであ

り、融資機関としての役割を果たしている事

例です。

　ただし、課題もあります。施設や機械の老

朽化に伴い更新が必要となり、新たな投資に
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迫られ、償還財源が確保できません。昨今の

配合飼料価格高騰が数年続くような事態とな

れば、本会では耐える体力があるとは判断し

ていないため、経営状況の悪化が推測されま

す。今後も状況把握を続け、計画の見直しや

資金投資の必要性や投資額が適当かどうかの

助言等支援をしていく必要があります。

（３）C 牧場（肉用牛繁殖経営）
　C 牧場は交雑種を用いた和牛繁殖農家で

す。個人経営ですが農場を複数持ち、従業員

も雇っています。

　かつては経営者の父親が約 4000 頭規模の

肥育農家として経営していましたが、飼料代

等の購買未収金が累積していったため融資を

受けて経営改善に取り組みました。そのよう

な中、現経営者に経営移譲し、経産牛約 600

頭規模の繁殖農家へ経営形態の転換が行われ

ましたが経営改善には至らず、平成 28 年お

よび平成29年に畜特資金を借り入れました。

　繁殖成績を改善し生産頭数増加を図るた

め、令和２年からは繁殖牛も更新していく計

画でしたが、新型コロナウイルス感染症の影

響によりもと牛販売価格が大幅に下落して更

新が進まない状況になりました。

　融資機関である JA からは、家計費の抑制、

素牛の事故率低減、生産経費の見直し削減等

の指導を受けるほか、年に数回、JA 主導で

各融資機関に対する経営状況の説明会を実施

しており、融資が継続できるよう借受者と密

接な協力関係を築いています。

　本県推進指導協議会においても、長期にわ

たって濃密指導対象者として支援し、毎月の

収支などのモニタリングを行うほか、四半期

に一回程度ヒアリングを行って計画達成状況

の把握をしています。現在は複数ある農地を

集約し、空いた土地の売却により債務の圧縮

を図るとともに、飼養管理の効率化を図って

経営の負担となっていた人件費の削減を行っ

ています。それに伴い飼養頭数も適正規模へ

縮小させており、現在の経産牛は約 450 頭

となっています。

　現経営者はまだ若く経営改善に対する意欲

もあるため、経営を軌道に乗せたいところで

すが、既往負債額が大きいことや外的要因の

影響も受け、なかなか経営改善に至らず今後

も継続した支援が必要であると見込まれま

す。

（４）D 牧場（酪農経営）
　最後に紹介する D 牧場は、酪農経営で平

成 22 年に畜特資金を借り入れ、平成 29 年

にローリング方式で借換を行いました。タイ

ストール方式からフリーストール方式の牛舎

に更新した際に事故が増加した影響から負債

を抱えることとなりましたが、経営改善計画

に基づき増頭および生乳生産量の改善を行

い、順調に経営が改善されていきました（表
１）。しかしながら、昨今の配合飼料価格の
高騰により購入飼料費が経営を圧迫していま

す（表２）。自給飼料生産も行っていますが、
それだけでは生産コスト低減が不十分な状況

であり、家畜保健衛生所や飼料会社の巡回指

導を受けて生産効率の改善と乳量増加による

経営改善を図っています。

　順調な経営であっても外的要因の影響を受

けてしまった例ですが、今後こういった事例

が増えてくる可能性は十分にありますので、
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本会としても経営改善ができるよう支援体制

を強化していきたいと思っています。

おわりに

　４つの事例を紹介させていただきました

が、それぞれ経営における課題は異なり、助

言するべき内容も異なります。また、地域の

関係機関の協力度合いも異なっており、協力

関係が築けていない場合も問題ですが、借受

者との関係性が深いほど客観的な意見が出せ

ない場合もあります。

　本会は、融資機関でも行政でもない第３者

の立場として、借受者が意欲をもって経営改

善に取り組める経営改善計画を作成する手助

けや、経営状況についての指導、また、経営

支援に必要な知識・技術を持った関係機関と

借受者の橋渡しができることが強みであり、

本会に求められている役割でもあると考えて

います。

　今後も、経営者の高齢化や後継者不足、経

営状況悪化に伴う離農が進み、農家戸数が減

少することは避けられないであろうと推測さ

れますが、１戸でも多く経営が続けていける

ように支援し、本県の畜産基盤を支えていく

ことを使命であると考え、これらの支援につ

いて取り組んでいきます。

� （筆者：（公社）群馬県畜産協会　主任）

（表１）D牧場における頭数および乳量の推移

令和 ２年 令和 ３年 令和 ４年

経産牛頭数（頭） 5３ 5３ 5３

生乳生産量（ｔ） ４18 ４２9 ４75

1 頭当たり乳量（kg） 7,8２４ 8,0３３ 8,97３

（表２）D牧場における農業収支の推移
（単価：千円）

令和 ２年 令和 ３年 令和 ４年

農業収入 6２,857 6４,４87 7４,670

うち乳代 51,5３7 5３,４２6 59,1３9

農業支出 50,769 57,1２6 71,896

うち購入飼料費 ３0,511 ３４,778 ４４,２05

差引収支 1２,088 7,３61 ２,77４

乳飼比（％） 59.２ 65.1 7４.7
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●中央畜産会からのお知らせ●

日本飼養標準･肉用牛
－（2022年版）－

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構　編
A４判304ページ　養分要求量算出・飼料設計診断プログラム付き

価格：定価4,400円（税込・送料別）

　日本飼養標準は、わが国で飼養されている家畜・
家禽の成長過程や生産性などに応じた適正な養分
要求量を示したもので、わが国における家畜飼養
管理の基本であり、生産現場をはじめ行政、普及、
教育等の分野で幅広く活用されています。
　「日本飼養標準・肉用牛」は前回改訂された2008
年以降、国内外での新たな研究成果が得られ、畜
産物需要の拡大に対応するため増頭・増産、牛肉
の輸出拡大を反映した肉用牛の新たな飼養管理シ
ステムが模索されています。また、輸入飼料価格
の高騰に伴い、飼料自給率向上への取り組みが一
層求められています。
　今般、これらの情勢の変化に対応するために「日
本飼養標準・肉用牛」を14年ぶりに改訂しました。
肉用牛経営者や支援・指導者必携の１冊です。

改訂の主な内容
　■ 肥育終了時体重の大型化に対応したエネルギーや蛋白質の養分要求量の見直し
　■ 現在の牛に対応した乾物摂取量推定式の見直し
　■  自給飼料の利用拡大を図るために、肥育経営における自給粗飼料、自給濃厚飼料および製造副産物の

飼料利用に関する解説の拡充
　■  環境負荷物質の低減を考慮し、ふん尿、窒素および無機物排せつ量の低減やメタン抑制に関する解説

の充実
　■ 肉用牛生産の低コスト化に向け肥育期間短縮に関する解説
　■ 放牧牛の養分要求量の基礎的知見の見直し
　■ 技術的な変化が著しい哺育期の飼養管理について新たな知見の紹介
　■ 養分要求量の計算ソフトと飼料成分表のバージョンアップ

お問い合わせ・お申込みは下記まで
公益社団法人中央畜産会　経営支援部（情報）

〒101-0021　東京都千代田区外神田2-16-2　第2ディーアイシービル9階
TEL：03-6206-0846　FAX：03-5289-0890　Email：book@jlia.jp

国立研究開発法人　農業・食品産業技術総合研究機構　編

日 本 飼 養 標 準
肉　用　牛

（2022年版）
Japanese Feeding Standard for

Beef Cattle (2022)
Edited by

National Agriculture and Food
Research Organization, NARO

公益社団法人　中央畜産会
Japan Livestock Industry Association
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１．事業の概要
　令和５年度において、負債の償還が困難

な酪農経営、肉用牛経営または養豚経営に

対し、長期 ･ 低利の借換資金（以下「大家

畜・養豚特別支援資金」という）を融通す

る融資機関に対し利子補給金を交付すると

ともに、経営改善指導および債務保証に対

する支援を行う事業が措置されました（貸

付期間は、令和５年度から令和９年度まで

の５年間となります）。

　大家畜・養豚特別支援資金は、借入希望

者による経営改善計画の作成とその継続的

な見直しを要件に、畜産経営のために生じ

た借入金（元本および利息）のうち償還が

困難になった借入金の借換えを行うため、

次に掲げる資金を融資機関や県団体等によ

る経営指導の下、融通するものです。

（１）経営改善資金

　畜産経営のために生じた借入金の毎年

の約定償還金のうち償還困難な額の借換

えを行うための資金で、①経営改善計画

の作成→②資金貸付→③経営改善のため

の取り組み→④実績点検→①ʼ修正計画

の作成→②ʼ資金貸付、と反復・継続（ロ

ーリング）して、資金融通を行います。

　なお、事業実施期間の最終年度（令和

９年度）については、経営改善指導によ

る改善効果が十分に得られており、か

つ、経営改善計画の達成が確実に見込ま

れると認められる場合には、必要な限度

において既往借入資金の一括借換えが可

能です。

（２）経営継承資金

　円滑な経営継承を図るため、後継者が

経営を継承すると認められる経営につい

て、必要な限度で、既往借入資金の残高

を一括して借換えを行うための資金で

す。

２．留意事項
（１）推進方針

　ア�　融資機関を始めとする県団体等は、大

家畜・養豚特別支援資金を必要とする畜

産経営の経営改善を的確かつ早期に達成

するため、次に掲げる事項等を考慮し、

資金借入者ごとに最も適切な経営 ･ 技術

の指導を行います。

　 （ア�）資金借入者は、生産技術等について

課題を抱えていること等から、要因分

析と当該課題の解決に向けた具体的な

方法等を提示すること。

　 （イ�）資金貸付後も資金借入者の経営が安

定するまで、経営改善指導を継続する

こと。

　 （ウ�）借入者が自律的な経営管理ができる

ようにするため、借入者自らが収支管

理できるよう指導すること。

令和５年度畜産特別資金融通事業の実施について
畜特資金情報2

（公社）中央畜産会　資金・経営対策部
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　なお、収支管理とは、会計ソフト等

による記帳、財務諸表（損益計算書お

よび貸借対照表をいう。以下同じ）ま

たはそれと同等の書類（以下「財務諸

表等」という）の作成および当該財務

諸表等の確認による自らの財務状況の

把握をいいます。

　イ�　また、県団体等は、当該都道府県内に

おいて本事業が必要であると思慮される

大家畜・養豚経営の早期把握に努めるも

のとします。

　畜産経営をめぐる現下の諸情勢を鑑み

ると、本事業を必要とする畜産経営者の

早期把握と対策を講じることが一層重要

となっています。

（２）借入希望者の要件等

　ア　借入希望者の要件

　 （ア�）借入希望者本人が、経営改善計画の

別紙に記載されている借入者の要件や

留意事項等を理解した上でチェックを

入れて提出すること。

　なお、融資機関は、借入者希望者が

チェック項目を理解できるよう、本資

金制度の趣旨・内容を丁寧に説明して

ください。

　 （イ�）借入希望者は、大家畜 ･ 養豚特別支

援資金を借り入れた後、償還が終了す

るまでの間、原則として、当該資金を

借り入れた者が、自ら大家畜（養豚）

経営部門および経営全体について収支

管理を行い、経営改善計画を確実に実

施すること。また、償還が終了するま

での間、毎年、融資機関に最新の財務

諸表等を提出するとともに、自らも当

該財務諸表等を保管すること。

　 （ウ�）借入希望者は、「畜産における「み

どりのチェックシート」および解説書

について」（令和４年 10 月 31 日付け

農林水産省畜産局企画課長通知）に基

づき、原則として、事業を実施する年

度中に１回以上、チェックシートを作

成することを通じ、持続的な畜産物生

産に向けた取り組みが行われるよう努

めること。

　 （エ�）借入希望者で配合飼料価格安定制度

に加入していた経営は、継続して加入

すること。なお、経営改善計画に配合

飼料価格安定制度加入に関する申告書

を添付して融資機関に提出すること。

　イ　融資機関の要件

　融資機関は、借入者による収支管理の

実施状況を確認するとともに、償還が終

了するまでの間、毎年、財務諸表等の提

出を受けること。また、収支管理が実施

されていない場合にあっては、見直し期

間の終了までに確実に実施されるよう、

借入者に対して指導を実施すること。

　なお、借入者による収支管理の実施状

況の確認状況や借入者に対する収支管理

の指導状況について記録した指導記録簿

を整備し、償還が終了するまでの間、提

出を受けた財務諸表等とともに保管する

こと。

（３）�営農勘定、買掛未払金等の貸越勘定等

の取り扱い

　貸越勘定等は、融資機関（農協）にお

いて、固定化しないよう適正に管理・運

営するとともに、固定化した場合は、そ

7

畜 産 会
Japan Livestock Industry Association

2023.5.20 NO.402



の管理・回収を適切に行うことが基本で

す。なお、固定化したものの解消方法と

して資金化を選択する場合には、長期資

金化を図ることにより、長期的な観点か

ら経営改善を促すことが基本的に必要で

す（複数年間の固定化部分を長期資金化

せずに放置し、畜産特別資金による借換

えを行うために資金化するのは、適切な

資金制度利用とはいえません）。

（４）事業継承後の取り扱い

　後継者への経営の継承等により、税制

上の畜産経営者が変更となった場合に

は、必ず融資機関に届け出て、債務者の

追加・変更を行うこととし、農業信用基

金協会および中央畜産会に変更の届け出

を行ってください。届け出を失念した場

合には、代位弁済の諾否に影響を及ぼす

可能性がありますので注意が必要です。

（５）�飼養衛生管理基準のクロスコンプライ

アンス

　都道府県知事等は、借入希望者が養豚

経営である場合の経営改善計画に係る承

認のための審査に当たっては、飼養衛生

管理基準の遵守状況および遵守の意志を

確認し、当該借入希望者に同基準の遵守

の意志がない場合には審査を行わないも

のとし、また、同基準に不遵守項目があ

る場合には、当該借入希望者に対し改善

を促すよう努めることとなっています。

（６）�大家畜・養豚特別支援資金の経営改善

資金における残高一括借換

　経営改善資金の残高一括借換について

は、本資金の貸付期間の最終年度（令和

９年度）に限り、それまでの経営改善指

導との継続性等を考慮しつつ、経営改善

指導による改善効果が十分得られてお

り、かつ、経営改善計画の達成が確実に

見込まれると都道府県知事等が認める場

合には、必要な限度において借換対象資

金の残高一括借換を行うことが可能とな

っています。

　しかしながら、経営改善指導による改

善効果が十分に発揮されておらず、経営

改善計画の達成が確実と見込み難い場合

には、引き続き、約定償還金の借換（ロ

ーリング貸付）を継続し、経営体の経営

改善のための意識改革を継続的に促すこ

とが重要となります。

（７）大家畜・養豚経営改善計画の見直し

　ア�　資金借入者は、経営改善計画の作成年

度の翌年から据置期間終了後５年間（経

営改善計画の達成状況を踏まえ、都道府

県知事等が認めた場合にあっては１年か

ら 25 年以内で変更可）にわたり、毎年

度大家畜・養豚経営改善計画を見直す必

要があります。

　イ�　見直し期間の終了には、借入者による

収支管理が実施されていること、すべて

の農業負債の約定償還ができていること

または約定償還が見込まれることが要件

となっていることに留意が必要です。

　ウ�　なお、経営改善計画の達成が困難とな

ったと認められる場合には、都道府県知

事等が経営改善計画の承認の取り消しを

行うこととされていることから、県団体

等は見直し期間終了後も、約定償還が滞

っているなど経営改善計画の達成が危ぶ

まれる場合には、都道府県知事等と協議
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の上、引き続き計画の見直しと資金借入

者に対する指導を行うものとします。

（８）貸付利率および利子補給率等

　貸付利率は、農業近代化資金の基準金

利に基づき、農畜産業振興機構理事長が

別に定めます。また、利子補給率は、基

準金利から貸付利率を減じた率に 125

分の 101 を乗じて得た率となります。

　なお、経営改善計画の作成等の際には

貸付時の利率が未定であるため、直近の

金利等を参考に経営改善計画の作成指導

を行ってください。

（９）大家畜・養豚特別支援資金の貸付時期

　大家畜・養豚特別支援資金の貸付は、

原則として５月 31 日および 11 月 30 日

の年２回となっています。

　また、畜産情勢等を勘案して農畜産業

振興機構理事長が別に定めることができ

るとされています。

　なお、貸付実行に当たっては、都道府

県による経営改善計画の承認および農畜

産業振興機構への協議が前提になります

ので、貸付案件を把握した場合には前広

にご相談ください。

〔大家畜・養豚特別支援資金の貸付利率等〕
（令和５年２月貸付利率）

基準金利 自助努力 利子補給率 貸付利率

一　　般 2.15％ 0.24％�以上 1.01％�以内 0.90％�以内

特　　認 2.15％ 0.24％�以上 1.01％�以内 0.90％�以内

経営継承 2.15％ 0.24％�以上 1.01％�以内 0.90％�以内
※�　都道府県は、上乗せ利子補給等の自助努力分について、融資機関等地元関係機関と連携し、都道府県
内の負担調整を行ってください。

〔資金貸付に係る今後のスケジュール（予定）〕

５月貸付分 11 月貸付分
１．機構による都道府県事業計画等のヒアリング ４月中旬～４月下旬 10 月上中旬
２．都道府県事業計画の機構理事長協議・回答 ５月上中旬 11 月上中旬
３．各経営改善計画の承認 ２の回答後 ２の回答後
４．貸付実行 ５月 31 日 11 月 30 日
※�ヒアリングは、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、対面または WEB により実施。

問い合わせ先
　（公社）中央畜産会　資金・経営対策部
　担当：冨永
　TEL：03-6206-0833
　FAX：03-5289-0890
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　農林水産省大臣官房統計部は令和４年 12 月９日、令和３年牛乳生産費、肉用牛生産費、肥育
豚生産費を公表しました。今回は肥育豚について報告いたします。

肥育豚生産費

　農業経営統計調査の肥育豚生産費統計は、肥育豚の生産コストを明らかにし、肉豚経営安定交
付金の算定、経営改善対策等の資料を整備することを目的としている。
　調査結果は、肉豚経営安定交付金（豚マルキン）の交付金の算定の資料として利用されるほか、
各種政策の実施状況の把握や効果の検証等の資料として利用される。

１．調査の対象
　本調査は、2015 年農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、
養豚一貫経営で肥育豚を年間 20 頭以上販売した経営体（個別経営）を対象に実施した。
　なお、養豚一貫経営とは、肥育用もと豚に占める自家生産子豚の割合が７割以上の経営をいう。

２．調査期間
　令和３年１月から 12 月までの１年間

３．調査対象経営体数
　100 経営体（うち、集計経営体数：94 経営体）
　注：�集計経営体とは、調査期間中に脱落等により調査不能となった経営体および調査期間中の

調査対象畜の飼養実績が調査対象に該当しなかった経営体を除いた経営体としている。

調査結果の概要

　令和３年の肥育豚１頭当たり資本利子・地代全額算入生産費（全国）（以下「全算入生産費」
という）は３万 7907 円で前年に比べ 12.7％増加し、生体 100㎏当たり全算入生産費は３万
2912 円で、前年に比べ 12.1％増加した（図１、表１）。

畜産物生産費統計　報告③
「令和３年肥育豚生産費」を公表

農林水産省大臣官房統計部

畜産統計情報3
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（図１）肥育豚の全算入生産費（全国、肥育豚１頭当たり）

（表１）肥育豚生産費（全国）

区　　　　分 単位 令�和�２�年
令�和３年 対　前　年

増　減　率実　　数 構成割合
肥育豚１頭当たり ％ ％
物 財 費 円 29,116 33,114 86.8 13.7
うち 飼 料 費 〃 20,292 24,135 63.3 18.9

獣医師料及び医薬品費 〃 2,143 2,190 5.7 2.2
光熱水料及び動力費 〃 1,752 1,814 4.8 3.5
建 物 費 〃 1,630 1,551 4.1 △�4.8

労 働 費 〃 4,761 5,018 13.2 5.4
費 用 合 計 〃 33,877 38,132 100.0 12.6
生産費（副産物価額差引） 〃 32,884 37,076 - 12.7
支払利子・地代算入生産費 〃 32,968 37,178 - 12.8
全 算 入 生 産 費 〃 33,622 37,907 - 12.7

生体 100kg 当たり全算入生産費 円 29,363 32,912 - 12.1
１ 経 営 体 当 た り 販 売 頭 数 頭 1,373.8 1,432.7 - 4.3
１ 頭 当 た り 投 下 労 働 時 間 時間 2.91 2.99 - 2.7

注：飼料費には、配合飼料価格安定制度の補てん金は含まない。
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22年8月31日 16時48分再校

■かくし　広　がんばる！畜産！６

畜産トレンド発見！

なるほど！畜産現場

このコンテンツでは、生産現場での省力化技術
や、飼料用米やエコフィードなどの活用による
飼料コスト削減など、「技術」に着目して各地の
事例を紹介します。
●配信中の内容●
総集編②全国和牛能力共進会に向けて取り組む高校
生たち／都市の中での乳肉複合による多角経営／総
集編①自給飼料生産に取り組む生産者たち　　ほか

このコンテンツでは、畜産物の安全性確保や６
次産業化の取り組み、女性、障がい者など多様
な担い手の活躍を「人」に着目して紹介します。

●配信中の内容●
安全で美味しい畜産物を消費者に届けるための認証
制度　農場HACCP／畜産業界で活躍する女性たち
（総集編）／災害に負けなかったミルク　　　ほか

このコンテンツでは、畜産物ができるまでや、現
場を支える職人たち、馬事文化などあまり知ら
れていない様々な畜産現場を紹介します。
●配信中の内容●
乳製品が搾乳現場から消費者に届くまでに密着！
（総集編）／乳製品ができるまで／災害に立ち向かっ
た畜産業界（総集編）

ほか

--- 放送日 ---
毎週月～金曜日

  朝７時～

６

「がんばる！畜産！６」
URL：https://jlia.lin.gr.jp/ganbaruchikusan/

（お問合せ先）
公益社団法人中央畜産会　経営支援部（情報）
TEL：03-6206-0846　FAX：03-5289-0890

グリー
ンチャ

ンネル

でも放
送中

今、畜産業は担い手不足や国際化の進展など、
大きな変化の局面にあります。そんな中、 飼料を
自ら生産したり、省力化を図ったりと、さまざま
な工夫で素晴らしい経営を行っている生産者がた
くさんいます。
　このサイトでは、そうした各地の優れた畜産経
営や、後継者の活躍、おいしくて安全な畜産物を
消費者の方々に届けるまでを映像で紹介します。
　この映像情報を生産者の方はもとより消費者の
方々と共有することで、元気で健全な畜産の発展
につなげることを目指しています。

ドキュメント！畜産の新主役たち

000_広_がんばる！畜産！６_Ａ４.indd   73 2022/08/31   16:48:36
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１．肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）〔令和５年１・２・３月分〕

　（独）農畜産業振興機構は、令和５年１・２・３月に販売された交付対象牛に適用する畜産経
営の安定に関する法律（昭和 36 年法律第 183 号）第３条第１項に規定する交付金について、肉
用牛肥育経営安定交付金交付要綱（平成 30 年 12 月 26 日付け 30 農畜機第 5251 号）第４の６
の（１）から（４）までの規定に基づき標準的販売価格および標準的生産費ならびに交付金単価
（確定値）を表１および表２のとおり公表しました。
　また、令和５年１・２・３月に販売された交付対象牛に適用する同要綱第４の８の精算払いの
額については、下記の確定値により算出された交付金の額と概算払の額との差額となります。

各種交付金単価の公表について
農畜産業振興機構からのお知らせ4

（表１）肉専用種の交付金単価（概算払および確定値）

算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

令和５年１月
確定値（概算払）※1

令和５年２月
確定値（概算払）※1

令和５年３月
確定値

令和５年１月
確定値（概算払）※1

令和５年２月
確定値（概算払）※1

令和５年３月
確定値

北海道 105,317.1 円
（100,415.9 円）

127,548.0 円
（122,016.8 円） 125,613.0 円 新潟県 32,152.5 円

（27,251.3 円）
56,350.8 円

（50,819.6 円） 11,436.3 円

青森県 73,163.7 円
（68,262.5 円）

99,430.2 円
（93,899.0 円） 102,241.8 円 富山県 52,861.5 円

（47,960.3 円）
77,059.8 円

（71,528.6 円） 32,145.3 円

岩手県 32,888.7 円
（27,987.5 円）

59,155.2 円
（53,624.0 円） 61,966.8 円 石川県※2 39,511.8 円

（34,610.6 円）
－
－ 18,795.6 円

宮城県 57,925.8 円
（53,024.6 円）

84,192.3 円
（78,661.1 円） 87,003.9 円 福井県※2 51,003.0 円

（46,101.8 円）
－
－ 30,286.8 円

秋田県 58,797.9 円
（53,896.7 円）

85,064.4 円
（79,533.2 円） 87,876.0 円 岐阜県※2 －

－
－
－ －

山形県 17,332.2 円
（12,431.0 円）

43,598.7 円
（38,067.5 円） 46,410.3 円 愛知県 83,039.4 円

（78,138.2 円）
58,258.8 円

（52,727.6 円） 79,360.2 円

福島県 66,204.9 円
（61,303.7 円）

92,471.4 円
（86,940.2 円） 95,283.0 円 三重県 64,530.0 円

（59,628.8 円）
39,749.4 円

（34,218.2 円） 60,850.8 円

茨城県 75,753.0 円
（70,851.8 円）

99,496.8 円
（93,965.6 円） 89,446.5 円 滋賀県 53,373.6 円

（48,472.4 円）
19,405.8 円

（13,874.6 円） 113,018.4 円

栃木県 70,464.6 円
（65,563.4 円）

94,208.4 円
（88,677.2 円） 84,158.1 円 京都府 36,502.2 円

（31,601.0 円）
2,534.4 円
－ 96,147.0 円

群馬県 92,288.7 円
（87,387.5 円）

116,032.5 円
（110,501.3 円） 105,982.2 円 大阪府 5,675.4 円

（774.2 円）
－
－ 65,320.2 円

埼玉県 69,324.3 円
（64,423.1 円）

93,068.1 円
（87,536.9 円） 83,017.8 円 兵庫県※2 －

－
－
－ －

千葉県 55,870.2 円
（50,969.0 円）

79,614.0 円
（74,082.8 円） 69,563.7 円 奈良県 23,997.6 円

（19,096.4 円）
－
－ 83,642.4 円

東京都 56,997.9 円
（52,096.7 円）

80,741.7 円
（75,210.5 円） 70,691.4 円 和歌山県 28,211.4 円

（23,310.2 円）
－
－ 87,856.2 円

神奈川県 81,943.2 円
（77,042.0 円）

105,687.0 円
（100,155.8 円） 95,636.7 円 鳥取県 55,134.0 円

（50,232.8 円）
103,336.2 円

（97,805.0 円） 83,953.8 円

山梨県 91,160.1 円
（86,258.9 円）

114,903.9 円
（109,372.7 円） 104,853.6 円 島根県 37,648.8 円

（32,747.6 円）
85,851.0 円

（80,319.8 円） 66,468.6 円

長野県 79,647.3 円
（74,746.1 円）

103,391.1 円
（97,859.9 円） 93,340.8 円 岡山県 21,780.9 円

（16,879.7 円）
69,983.1 円

（64,451.9 円） 50,600.7 円

静岡県 73,368.9 円
（68,467.7 円）

97,112.7 円
（91,581.5 円） 87,062.4 円 広島県 38,631.6 円

（33,730.4 円）
86,833.8 円

（81,302.6 円） 67,451.4 円

（つづく）
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２．肉豚経営安定交付金（豚マルキン）〔令和４年度第１〜４四半期〕

　（独）農畜産業振興機構は、令和４年４月から令和５年３月までの算出期間（令和４年度第１
～４四半期）における、畜産経営の安定に関する法律（昭和 36 年法律第 183 号）第３条第１項
に規定する交付金については、肉豚経営安定交付金交付要綱第４の５の（１）の規定により算出
した標準的販売価格および同（2）の規定により算出した標準的生産費がそれぞれ下記のとおり
となり、前者が後者を下回らなかったことから、交付はありません。

算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

令和５年１月
確定値（概算払）※1

令和５年２月
確定値（概算払）※1

令和５年３月
確定値

令和５年１月
確定値（概算払）※1

令和５年２月
確定値（概算払）※1

令和５年３月
確定値

山口県 32,764.5 円
（27,863.3 円）

80,966.7 円
（75,435.5 円） 61,584.3 円 長崎県 64,178.1 円

（59,276.9 円）
81,483.3 円

（75,952.1 円） 89,203.5 円

徳島県 36,084.6 円
（31,183.4 円）

42,458.4 円
（36,927.2 円） 57,587.4 円 熊本県 61,582.5 円

（56,681.3 円）
78,887.7 円

（73,356.5 円） 86,607.9 円

香川県 41,659.2 円
（36,758.0 円）

48,033.0 円
（42,501.8 円） 63,162.0 円 大分県 60,687.9 円

（55,786.7 円）
77,993.1 円

（72,461.9 円） 85,713.3 円

愛媛県 18,011.7 円
（13,110.5 円）

24,385.5 円
（18,854.3 円） 39,514.5 円 宮崎県 68,691.6 円

（63,790.4 円）
85,996.8 円

（80,465.6 円） 93,717.0 円

高知県 －
－

－
－ 12,919.5 円 鹿児島県 64,683.0 円

（59,781.8 円）
81,988.2 円

（76,457.0 円） 89,708.4 円

福岡県 56,004.3 円
（51,103.1 円）

73,309.5 円
（67,778.3 円） 81,029.7 円 沖縄県 9,398.7 円

（4,497.5 円）
14,630.4 円

（9,099.2 円） －

佐賀県 60,739.2 円
（55,838.0 円）

78,044.4 円
（72,513.2 円） 85,764.6 円

（表２）交雑種・乳用種の交付金単価
肉用牛１頭当たりの交付金単価

令和５年１月確定値（概算払）※ 1 令和５年２月確定値（概算払）※ 1 令和５年３月確定値

交雑種 12,947.4 円（8,301.8 円） 46,034.1 円（40,604.6 円） 10,440.0 円

乳用種 43,470.9 円（38,878.4 円） 45,992.7 円（40,496.6 円） 56,792.7 円

※１�　表中の令和５年１月および２月の肉用牛１頭当たりの標準的生産費および肉用牛１頭当たりの交付金単価は、上段に確
定値、下段（�）内に概算払時の公表値を表示しています。

　　�　肉用牛１頭当たりの交付金単価（概算払）は、配合飼料価格安定制度における四半期別の価格差補塡の発動がないもの
として算出した肉用牛�１頭当たりの標準的生産費（見込み）と、肉用牛１頭当たりの標準的販売価格との差額に、100 分
の 90 を乗じた額から 7,000 円を控除した額ですが、同制度における令和４年度第４四半期（１月から２月までの期間）
の価格差補塡の発動があり、肉用牛１頭当たりの標準的生産費が概算払時の公表値から変動しております。このため、肉
用牛１頭当たりの交付金単価（確定値）は、同制度における価格差補塡を反映した肉用牛１頭当たりの標準的生産費（確
定値）と、肉用牛１頭当たりの標準的販売価格との差額に、100 分の 90を乗じた額となります。

※２�　※２を付した４県については、都道府県標準販売価格が、全国一円を区域として算出した標準的販売価格に、都道府県
標準販売価格の標準偏差の２倍の額を加えた額を上回ったため、１月分は岐阜県、兵庫県、２月分は石川県、福井県、岐
阜県、３月分は岐阜県、兵庫県において、単独で標準的販売価格の算定を行っています。

注） �令和２年４月末日から令和３年５月末日までに負担金の納付期限を迎える登録肉用牛のうち、負担金の納付期限を猶予し
た登録肉用牛について、交付金の交付がある場合は、国費分のみ（４分の３相当額）の支払いとなります。

（表３）肉豚経営安定交付金単価について
算出期間 令和４年４月から令和５年３月まで

肉豚１頭当たりの標準的販売価格 41,746 円／頭

肉豚１頭当たりの標準的生産費 39,805 円／頭

肉豚１頭当たりの交付金単価※ －（交付なし）

※�　肉豚１頭当たりの交付金単価は、肉豚１頭当たりの標準的生産費と肉豚１頭当たりの標準的販売価格との差額に 100 分の
90を乗じた額です。
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